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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
令和元年度第１四半期

連結累計期間
令和２年度第１四半期

連結累計期間
令和元年度

 
(自　平成31年４月１日
 至　令和元年６月30日)

(自　令和２年４月１日
 至　令和２年６月30日)

(自　平成31年４月１日
 至　令和２年３月31日)

経常収益 百万円 9,100 8,551 38,729

経常利益 百万円 1,242 856 5,935

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 923 780 ――

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ―― ―― 2,896

四半期包括利益 百万円 1,739 2,719 ――

包括利益 百万円 ―― ―― △4,072

純資産額 百万円 136,044 131,337 130,273

総資産額 百万円 2,376,913 2,469,824 2,329,468

１株当たり四半期純利益 円 25.01 21.13 ――

１株当たり当期純利益 円 ―― ―― 73.19

潜在株式調整後１株当たり

四半期純利益
円 15.98 13.01 ――

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益
円 ―― ―― 50.97

自己資本比率 ％ 5.69 5.29 5.56

連結自己資本比率（国内基準） ％ 9.70 10.02 9.78

　（注）１．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．自己資本比率は、((四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－(四半期）期末非支配株主

持分）を（四半期）期末資産の部の合計で除して算出しております。

３．連結自己資本比率は、銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号に定められた算式に基づ

き算出しております。当行は、国内基準を採用しております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当行及び当行の関係会社が営む事業の内容については、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社についても、異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事項の発生及び重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）財政状態及び経営成績の状況

当第１四半期連結累計期間(令和２年４月１日から令和２年６月30日)の連結経営成績は、以下のとおりとな

りました。

経常収益は、貸出金利息の減少や有価証券利息配当金の減少などにより資金運用収益が減少したことなどか

ら、前第１四半期連結累計期間比５億49百万円減少の85億51百万円となりました。

経常費用は、株式等償却や営業経費が減少したことなどから、前第１四半期連結累計期間比１億62百万円減

少の76億94百万円となりました。

この結果、当第１四半期連結累計期間の経常利益は、８億56百万円となり、親会社株主に帰属する四半期純

利益は、７億80百万円となりました。

また、当第１四半期連結会計期間末（令和２年６月30日）の連結財政状態は、以下のとおりとなりました。

預金は、安定した預金調達に努めた結果、個人・法人とも増加し、前連結会計年度末（令和２年３月31日）

比871億円増加の２兆689億円となりました。

貸出金は、新型コロナウイルス感染症の影響によるお客様の資金繰り支援に取り組んだ結果、中小企業向け

貸出を中心に増加したことから前連結会計年度末比420億円増加の１兆4,981億円となりました。

有価証券は、市場動向を注視しながら適切な運用に努めた結果、前連結会計年度末比78億円減少の5,534億

円となりました。

総資産は、前連結会計年度末比1,403億円増加の２兆4,698億円となりました。

なお、当行グループは銀行業以外にリース業などの金融サービスに係る事業を行っておりますが、それらの

事業は重要性が乏しいことから、セグメント情報の記載を省略しております。
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（参考）

①　国内業務部門・国際業務部門別収支

当第１四半期連結累計期間の資金運用収支の合計（相殺消去後）は、前年同期比４億78百万円減少し、57億

93百万円となりました。部門別では、国内業務部門が56億12百万円、国際業務部門が１億76百万円となりまし

た。

役務取引等収支の合計（相殺消去後）は、前年同期比73百万円減少し、４億26百万円となりました。部門別

では、国内業務部門が４億20百万円、国際業務部門が６百万円となりました。

その他業務収支の合計（相殺消去後）は、前年同期比５百万円減少し、20百万円となりました。部門別で

は、国内業務部門が０百万円、国際業務部門が19百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

資金運用収支
前第１四半期連結累計期間 5,966 297 △7 6,271

当第１四半期連結累計期間 5,612 176 △3 5,793

うち資金運用収益
前第１四半期連結累計期間 6,051 314 16 6,349

当第１四半期連結累計期間 5,685 185 11 5,859

うち資金調達費用
前第１四半期連結累計期間 84 17 23 77

当第１四半期連結累計期間 73 8 15 66

役務取引等収支
前第１四半期連結累計期間 493 6 0 500

当第１四半期連結累計期間 420 6 0 426

うち役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,563 11 24 1,550

当第１四半期連結累計期間 1,246 10 16 1,240

うち役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,069 4 24 1,050

当第１四半期連結累計期間 825 4 15 814

その他業務収支
前第１四半期連結累計期間 0 25 － 25

当第１四半期連結累計期間 0 19 － 20

うちその他業務収益
前第１四半期連結累計期間 1 25 － 26

当第１四半期連結累計期間 605 19 － 624

うちその他業務費用
前第１四半期連結累計期間 1 － － 1

当第１四半期連結累計期間 604 － － 604

　（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引分は国際業務部門に含めております。

２．連結会社間の取引は相殺消去し、その金額を相殺消去額として記載しております。

３．資金運用収益及び資金調達費用の相殺消去額には、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息（前

第１四半期連結累計期間５百万円、当第１四半期連結累計期間３百万円）が含まれております。
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（参考）

②　国内業務部門・国際業務部門別役務取引の状況

当第１四半期連結累計期間の役務取引等収益の合計（相殺消去後）は、前年同期比３億10百万円減少し、12

億40百万円となりました。部門別では、国内業務部門が12億46百万円、国際業務部門が10百万円となりまし

た。

役務取引等費用の合計（相殺消去後）は、前年同期比２億36百万円減少し、８億14百万円となりました。部

門別では、国内業務部門が８億25百万円、国際業務部門が４百万円となりました。

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

役務取引等収益
前第１四半期連結累計期間 1,563 11 24 1,550

当第１四半期連結累計期間 1,246 10 16 1,240

うち預金・貸出業務
前第１四半期連結累計期間 663 － － 663

当第１四半期連結累計期間 431 － － 431

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 358 11 0 369

当第１四半期連結累計期間 344 10 0 353

うち証券関連業務
前第１四半期連結累計期間 184 － － 184

当第１四半期連結累計期間 170 － － 170

うち代理業務
前第１四半期連結累計期間 148 － － 148

当第１四半期連結累計期間 140 － － 140

うち貸金庫・保護預

り業務

前第１四半期連結累計期間 9 － － 9

当第１四半期連結累計期間 8 － － 8

うち保証業務
前第１四半期連結累計期間 53 － 22 30

当第１四半期連結累計期間 17 － 14 3

役務取引等費用
前第１四半期連結累計期間 1,069 4 24 1,050

当第１四半期連結累計期間 825 4 15 814

うち為替業務
前第１四半期連結累計期間 68 4 0 72

当第１四半期連結累計期間 64 4 0 68

　（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引分は国際業務部門に含めております。

２．連結会社間の取引は相殺消去し、その金額を相殺消去額として記載しております。
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（参考）

③　国内業務部門・国際業務部門別預金残高の状況

○　預金の種類別残高（末残）

種類 期別
国内業務部門 国際業務部門 相殺消去額(△) 合計

金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

預金合計
前第１四半期連結会計期間 1,991,411 15,161 2,687 2,003,885

当第１四半期連結会計期間 2,054,769 14,238 43 2,068,964

うち流動性預金
前第１四半期連結会計期間 934,510 － 1,087 933,423

当第１四半期連結会計期間 1,028,757 － 43 1,028,713

うち定期性預金
前第１四半期連結会計期間 1,045,219 － 1,600 1,043,619

当第１四半期連結会計期間 1,006,733 － － 1,006,733

うちその他
前第１四半期連結会計期間 11,681 15,161 － 26,843

当第１四半期連結会計期間 19,278 14,238 － 33,517

譲渡性預金
前第１四半期連結会計期間 － － － －

当第１四半期連結会計期間 － － － －

総合計
前第１四半期連結会計期間 1,991,411 15,161 2,687 2,003,885

当第１四半期連結会計期間 2,054,769 14,238 43 2,068,964

　（注）１．国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引であります。ただし、円建対非居住

者取引分は国際業務部門に含めております。

２．流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金

３．定期性預金＝定期預金＋定期積金

４．連結会社間の取引は相殺消去し、その金額を相殺消去額として記載しております。
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（参考）

④　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額（百万円） 構成比（％） 金額（百万円） 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 1,436,211 100.00 1,498,137 100.00

製造業 170,047 11.84 177,095 11.82

農業，林業 4,205 0.29 3,408 0.23

漁業 － － 2 0.00

鉱業，採石業，砂利採取業 184 0.01 212 0.02

建設業 77,215 5.38 84,937 5.67

電気・ガス・熱供給・水道業 15,594 1.09 17,260 1.15

情報通信業 21,030 1.46 21,534 1.44

運輸業，郵便業 47,932 3.34 51,731 3.45

卸売業，小売業 98,012 6.82 109,190 7.29

金融業，保険業 34,293 2.39 34,797 2.32

不動産業，物品賃貸業 236,374 16.46 243,737 16.27

各種サービス業 160,859 11.20 172,483 11.51

地方公共団体 219,612 15.29 229,206 15.30

その他 350,848 24.43 352,538 23.53

海外及び特別国際金融取引勘定分 － － － －

合計 1,436,211 ―― 1,498,137 ――

　（注）「国内」とは、当行及び連結子会社であります。

 

（２）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況

の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 130,000,000

第二種優先株式 20,000,000

計 130,000,000

（注）計の欄には、定款に規定されている発行可能株式総数を記載しております。

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和２年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和２年８月７日）
 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 37,180,273 37,180,273
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら限定

のない当行における

標準となる株式

単元株式数100株

第二種優先株式

（行使価額修正条

項付新株予約権

付社債券等）

7,500,000 7,500,000 －
（注）１，２，３，

　　　４，５

計 44,680,273 44,680,273 ―― ――

（注）１．以下の株式は、当行普通株式の交付と引換えに、当該株式の取得を請求することができます。

なお、当行株式の価格が変動すると、取得と引換えに交付する普通株式の価格が修正されます。これにより、

当行株式の価格が下落した場合は、取得と引換えに交付する普通株式数が増加します。修正の基準、修正の頻度

及び取得と引換えに交付する普通株式の価格の下限は、以下のとおりであります。

第二種優先株式

修正の基準：30連続取引日の東京証券取引所における毎日の終値の平均値

修正の頻度：１ヶ月に１回

取得と引換えに交付する普通株式の価格の下限：412円（提出日現在）

２．第二種優先株式については、当行は、規定の条件に基づき取得することができます。

３．第二種優先株式の内容は次のとおりであります。

(１)第二種優先配当金

①第二種優先配当金

当行は、定款第38条に定める剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主

名簿に記録された第二種優先株式を有する株主（以下「第二種優先株主」という。）または第二種優先株

式の登録株式質権者（以下「第二種優先登録株式質権者」という。）に対し、当該剰余金の配当に係る基

準日の最終の株主名簿に記録された当行の普通株式（以下「普通株式」という。）を有する株主（以下

「普通株主」という。）および普通株式の登録株式質権者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先

立ち、当該剰余金の配当に係る基準日の最終の株主名簿に記録された当行の第一種優先株式（以下「第一

種優先株式」という。）を有する株主（以下「第一種優先株主」という。）または第一種優先株式の登録

株式質権者（以下「第一種優先登録株式質権者」という。）と同順位にて、第二種優先株式１株につき、

第二種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割

当、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）に、下記②に定める配

当年率（以下「第二種優先配当年率」という。）を乗じて算出した額の金銭（円位未満小数第４位まで算

出し、その小数第４位を切上げる。）（以下「第二種優先配当金」という。）の配当をする。ただし、当

該基準日の属する事業年度において第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対して(２)に定め

る第二種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。

②第二種優先配当年率

平成22年３月31日に終了する事業年度に係る第二種優先配当年率
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第二種優先配当年率＝初年度第二種優先配当金÷第二種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただ

し、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当、株式の併合またはこれに類する事由があった

場合には、適切に調整される。）

上記の算式において「初年度第二種優先配当金」とは、第二種優先株式１株当たりの払込金額相当額

（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当、株式の併合またはこれに類する事由が

あった場合には、適切に調整される。）に、下記に定める日本円TIBOR（12ヶ月物）（ただし、第二種

優先株式の発行決議日を第二種優先配当年率決定日として算出する。）に1.15％を加えた割合（％未満

小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。）を乗じて得られる数に、94/365を乗じて算

出した額の金銭（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を切上げる。）とする。

平成22年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係る第二種優先配当年率

第二種優先配当年率＝日本円TIBOR（12ヶ月物）＋1.15％

なお、平成22年４月１日に開始する事業年度以降の各事業年度に係る第二種優先配当年率は、％未満

小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。

上記の算式において「日本円TIBOR（12ヶ月物）」とは、毎年の４月１日（ただし、当該日が銀行休

業日の場合はその直後の営業日）（以下「第二種優先配当年率決定日」という。）の午前11時における

日本円12ヶ月物トーキョー・インター・バンク・オファード・レート（日本円TIBOR）として全国銀行

協会によって公表される数値またはこれに準ずるものと認められるものを指すものとする。日本円

TIBOR（12ヶ月物）が公表されていない場合は、第二種優先配当年率決定日において、ロンドン時間午

前11時現在のReuters3750ページに表示されるロンドン・インター・バンク・オファード・レート

（ユーロ円LIBOR12ヶ月物（360日ベース））として、英国銀行協会（BBA）によって公表される数値

を、日本円TIBOR（12ヶ月物）に代えて用いるものとする。

ただし、上記の算式の結果が８％を超える場合には、第二種優先配当年率は８％とする。

③非累積条項

ある事業年度において第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対してする剰余金の配当の額

が第二種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

④非参加条項

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対しては、第二種優先配当金の額を超えて剰余金の

配当は行わない。ただし、当行が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロもしくは同法

第760条第７号ロに規定される剰余金の配当または当行が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第

12号ロもしくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

(２)第二種優先中間配当金

当行は、定款第39条に定める中間配当をするときは、当該中間配当に係る基準日の最終の株主名簿に記録

された第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対し、普通株主および普通登録株式質権者に先立

ち、第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者と同順位にて、第二種優先株式１株につき、第二種優

先配当金の額の２分の１を上限とする金銭（以下「第二種優先中間配当金」という。）を支払う。

(３)残余財産の分配

①残余財産の分配

当行は、残余財産を分配するときは、第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対し、普通株

主および普通登録株式質権者に先立ち、第一種優先株主または第一種優先登録株式質権者と同順位にて、

第二種優先株式１株につき、第二種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第二種優先株式につ

き、株式の分割、株式無償割当、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整され

る。）に下記③に定める経過第二種優先配当金相当額を加えた額の金銭を支払う。

②非参加条項

第二種優先株主または第二種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか、残余財産の分配は行わな

い。

③経過第二種優先配当金相当額

第二種優先株式１株当たりの経過第二種優先配当金相当額は、残余財産の分配が行われる日（以下「分

配日」という。）において、分配日の属する事業年度の初日（同日を含む。）から分配日（同日を含

む。）までの日数に第二種優先配当金の額を乗じた金額を365で除して得られる額（円位未満小数第４位

まで算出し、その小数第４位を切上げる。）をいう。ただし、分配日の属する事業年度において第二種優

先株主または第二種優先登録株式質権者に対して第二種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除

した額とする。

(４)議決権

第二種優先株主は、全ての事項につき株主総会において議決権を行使することができない。ただし、第二

種優先株主は、定時株主総会に第二種優先配当金の額全部（第二種優先中間配当金を支払ったときは、その

額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が提出されないときはその定時株主総会より、第二種優先配当金

の額全部（第二種優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の議案が定時
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株主総会において否決されたときはその定時株主総会の終結の時より、第二種優先配当金の額全部（第二種

優先中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額）の支払を受ける旨の決議がなされる時までの間

は、全ての事項について株主総会において議決権を行使することができる。

(５)普通株式を対価とする取得請求権

①取得請求権

第二種優先株主は、下記②に定める取得を請求することができる期間中、当行に対して、自己の有する

第二種優先株式を取得することを請求することができる。かかる取得の請求があった場合、当行は、第二

種優先株主がかかる取得の請求をした第二種優先株式を取得するのと引換えに、下記③に定める財産を当

該第二種優先株主に対して交付するものとする。

②取得を請求することができる期間

平成22年12月29日から令和６年12月28日まで（以下「取得請求期間」という。）とする。

③取得と引換えに交付すべき財産

当行は、第二種優先株式の取得と引換えに、第二種優先株主が取得の請求をした第二種優先株式数に第

二種優先株式１株当たりの払込金額相当額（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割

当、株式の併合またはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を下記④な

いし⑧に定める取得価額で除した数の普通株式を交付する。なお、第二種優先株式の取得と引換えに交付

すべき普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、会社法第167条第３項に従ってこれを取扱う。

④当初取得価額

普通株式１株当たりの取得価額(以下「取得価額」という。)は、当初、取得請求期間の初日に先立つ45

取引日目に始まる30連続取引日（取得請求期間の初日を含まず、株式会社東京証券取引所における当行の

普通株式の終値（気配表示を含む。以下「終値」という。）が算出されない日を除く。）の毎日の終値の

平均値に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）とする。ただ

し、かかる計算の結果、取得価額が下記⑦に定める下限取得価額を下回る場合は、下限取得価額とする。

⑤取得価額の修正

取得請求期間において、毎月第３金曜日（以下「決定日」という。）の翌日以降、取得価額は、決定日

の翌日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日（終値が算出されない日を除く。）の毎日の終値の平均

値に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨てる。）に修正される。ただ

し、かかる計算の結果、修正後取得価額が下記⑦に定める下限取得価額を下回る場合は、修正後取得価額

は下限取得価額とする。なお、上記30連続取引日の初日以降決定日まで（当日を含む。）の間に、下記⑧

に定める取得価額の調整事由が生じた場合、修正後取得価額は、取締役会が適当と判断する金額に調整さ

れる。

⑥上限取得価額

取得価額には上限を設けない。

⑦下限取得価額

下限取得価額は412円（ただし、下記⑧による調整を受ける。）。

⑧取得価額の調整

(ⅰ)第二種優先株式の発行後、次の各号のいずれかに該当する場合には、取得価額（下限取得価額を含

む。）を次に定める算式（以下「取得価額調整式」という。）により調整する（以下、調整後の取得価

額を「調整後取得価額」という。）。取得価額調整式の計算については、円位未満小数第１位まで算出

し、その小数第１位を切捨てる。
 

    既発行

普通株式数
＋

交付普通株式数 × １株当たりの払込金額

調整後

取得価額
＝

調整前

取得価額
×

１株当たりの時価

既発行普通株式数　＋　交付普通株式数

ア．取得価額調整式に使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または自己株式である普

通株式を処分する場合（無償割当の場合を含む。）（ただし、当行の普通株式の交付を請求できる取

得請求権付株式若しくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下本⑧において同

じ。）その他の証券（以下「取得請求権付株式等」という。）、または当行の普通株式の交付と引換

えに当行が取得することができる取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権その他の証券（以下

「取得条項付株式等」という。）が取得または行使され、これに対して普通株式が交付される場合を

除く。）

調整後取得価額は、払込期日（払込期間が定められた場合は当該払込期間の末日とする。以下同

じ。）（無償割当の場合はその効力発生日）の翌日以降、または株主に募集株式の割当を受ける権利

を与えるため若しくは無償割当のための基準日がある場合はその日の翌日以降、これを適用する。

イ．株式の分割をする場合
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調整後取得価額は、株式の分割のための基準日に分割により増加する普通株式数（基準日における

当行の自己株式である普通株式に係り増加する普通株式数を除く。）が交付されたものとみなして取

得価額調整式を適用して算出し、その基準日の翌日以降、これを適用する。

ウ．取得価額調整式に使用する時価を下回る価額（下記(ⅳ)に定義する意味を有する。以下本ウ．、下

記エ．およびオ．ならびに下記(ⅲ)エ．において同じ。）をもって当行の普通株式の交付を請求でき

る取得請求権付株式等を発行する場合（無償割当の場合を含む。）

調整後取得価額は、当該取得請求権付株式等の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当

の場合はその効力発生日）に、または株主に取得請求権付株式等の割当を受ける権利を与えるため若

しくは無償割当のための基準日がある場合はその日に、当該取得請求権付株式等の全部が当初の条件

で取得または行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、そ

の払込期日（新株予約権の場合は割当日）（無償割当の場合はその効力発生日）の翌日以降、または

その基準日の翌日以降、これを適用する。

上記にかかわらず、上記の普通株式が交付されたものとみなされる日において価額が確定しておら

ず、後日一定の日（以下「価額決定日」という。）に価額が決定される取得請求権付株式等を発行し

た場合において、決定された価額が取得価額調整式に使用する時価を下回る場合には、調整後取得価

額は、当該価額決定日に残存する取得請求権付株式等の全部が価額決定日に確定した条件で取得また

は行使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該価額決定

日の翌日以降これを適用する。

エ．当行が発行した取得請求権付株式等に、価額がその発行日以降に修正される条件（本(ⅰ)または

(ⅱ)と類似する希薄化防止のための調整を除く。）が付されている場合で、当該修正が行われる日

（以下「修正日」という。）における修正後の価額（以下「修正価額」という。）が取得価額調整式

に使用する時価を下回る場合

調整後取得価額は、修正日に、残存する当該取得請求権付株式等の全部が修正価額で取得または行

使されて普通株式が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、当該修正日の翌日

以降これを適用する。

なお、かかる取得価額調整式の適用に際しては、下記(a)ないし(c)の場合に応じて、調整後取得価

額を適用する日の前日において有効な取得価額に、それぞれの場合に定める割合（以下「調整係数」

という。）を乗じた額を調整前取得価額とみなすものとする。

(a)当該取得請求権付株式等について当該修正日前に上記ウ．または本エ．による調整が行われてい

ない場合

調整係数は１とする。

(b)当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記ウ．または本エ．による調整が行われて

いる場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記⑤による取得価額の修正が行われて

いる場合

調整係数は１とする。

ただし、下限取得価額の算定においては、調整係数は、上記ウ．または本エ．による直前の調

整を行う前の下限取得価額を当該調整後の下限取得価額で除した割合とする。

(c)当該取得請求権付株式等について当該修正日の前に上記ウ．または本エ．による調整が行われて

いる場合であって、当該調整後、当該修正日までの間に、上記⑤による取得価額の修正が行われて

いない場合

調整係数は、上記ウ．または本エ．による直前の調整を行う前の取得価額を当該調整後の取得

価額で除した割合とする。

オ．取得条項付株式等の取得と引換えに取得価額調整式に使用される時価を下回る価額をもって普通株

式を交付する場合

調整後取得価額は、取得日の翌日以降これを適用する。

ただし、当該取得条項付株式等について既に上記ウ．またはエ．による取得価額の調整が行われて

いる場合には、調整後取得価額は、当該取得と引換えに普通株式が交付された後の完全希薄化後普通

株式数（下記(ⅴ)に定義する。）が、当該取得の直前の既発行普通株式数を超えるときに限り、当該

超過する普通株式数が交付されたものとみなして取得価額調整式を適用して算出し、取得の直前の既

発行普通株式数を超えないときは、本オ．による調整は行わない。
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カ．株式の併合をする場合

調整後取得価額は、株式の併合の効力発生日以降、併合により減少した普通株式数（効力発生日に

おける当行の自己株式である普通株式に係り減少した普通株式数を除く。）を負の値で表示して交付

普通株式数とみなして取得価額調整式を適用して算出し、これを適用する。

キ．上記ア．ないしカ．にかかわらず、第一種優先株式の交付価額が修正され、またはその一斉取得に

際して一斉取得価額が決定される場合については、本⑧による取得価額の調整は行わない。

(ⅱ)上記(ⅰ)ア．ないしキ．に掲げる場合のほか、合併、会社分割、株式交換または株式移転等により、

取得価額（下限取得価額を含む。）の調整を必要とする場合は、取締役会が適当と判断する取得価額

（下限取得価額を含む。）に変更される。

(ⅲ)ア．取得価額調整式に使用する「時価」は、調整後取得価額を適用する日に先立つ５連続取引日の終

値の平均値（終値のない日数を除く。）とする。ただし、平均値の計算は円位未満小数第１位まで

算出し、その小数第１位を切捨てる。なお、上記５連続取引日の間に、取得価額の調整事由が生じ

た場合、調整後取得価額は、本⑧に準じて調整する。

イ．取得価額調整式に使用する「調整前取得価額」は、調整後取得価額を適用する日の前日において

有効な取得価額とする。

ウ．取得価額調整式に使用する「既発行普通株式数」は、基準日がある場合はその日（上記(ⅰ)ア．

ないしウ．に基づき当該基準日において交付されたものとみなされる普通株式数は含まない。）

の、基準日がない場合は調整後取得価額を適用する日の１ヶ月前の日の、当行の発行済普通株式数

（自己株式である普通株式数を除く。）に当該取得価額の調整の前に上記(ⅰ)および(ⅱ)に基づき

「交付普通株式数」とみなされた普通株式であって未だ交付されていない普通株式数（ある取得請

求権付株式等について上記(ⅰ)エ．(b)または(c)に基づく調整が初めて適用される日（当該日を含

む。）からは、当該取得請求権付株式等に係る直近の上記(ⅰ)エ．(b)または(c)に基づく調整に先

立って適用された上記(ⅰ)ウ．またはエ．に基づく調整により「交付普通株式数」とみなされた普

通株式数は含まない。）を加えたものとする。

エ．取得価額調整式に使用する「１株当たりの払込金額」とは、上記(ⅰ)ア．の場合には、当該払込

金額（無償割当の場合は０円）（金銭以外の財産による払込みの場合には適正な評価額）、上記

(ⅰ)イ．およびカ．の場合には０円、上記(ⅰ)ウ．ないしオ．の場合には価額（ただし、エ．の場

合は修正価額）とする。

(ⅳ)上記(ⅰ)ウ．ないしオ．および上記(ⅲ)エ．において「価額」とは、取得請求権付株式等または取得

条項付株式等の発行に際して払込みがなされた額（新株予約権の場合には、その行使に際して出資され

る財産の価額を加えた額とする。）から、その取得または行使に際して当該取得請求権付株式等または

取得条項付株式等の所持人に交付される普通株式以外の財産の価額を控除した金額を、その取得または

行使に際して交付される普通株式数で除した金額をいう。

(ⅴ)上記(ⅰ)オ．において「完全希薄化後普通株式数」とは、調整後取得価額を適用する日の既発行普通

株式数から、上記(ⅲ)ウ．に従って既発行普通株式数に含められている未だ交付されていない普通株式

数で当該取得条項付株式等に係るものを除いて、当該取得条項付株式等の取得により交付される普通株

式数を加えたものとする。

(ⅵ)上記(ⅰ)ア．ないしウ．において、当該各行為に係る基準日が定められ、かつ当該各行為が当該基準

日以降に開催される当行の株主総会における一定の事項に関する承認決議を停止条件としている場合に

は、上記(ⅰ)ア．ないしウ．の規定にかかわらず、調整後取得価額は、当該承認決議をした株主総会の

終結の日の翌日以降にこれを適用する。

(ⅶ)取得価額調整式により算出された調整後取得価額と調整前取得価額との差額が１円未満にとどまると

きは、取得価額の調整は、これを行わない。ただし、その後取得価額調整式による取得価額の調整を必

要とする事由が発生し、取得価額を算出する場合には、取得価額調整式中の調整前取得価額に代えて調

整前取得価額からこの差額を差し引いた額を使用する。

⑨合理的な措置

上記④ないし⑧に定める取得価額（(７)②に定める一斉取得価額を含む。以下本⑨において同じ。）

は、希薄化防止および異なる種類の株式の株主間の実質的公平の見地から解釈されるものとし、その算定

が困難となる場合または算定の結果が不合理となる場合（第一種優先株式および第二種優先株式の相互の

取得価額調整の結果、完全希薄化後普通株式数が発行可能株式総数を超過することになる場合を含むが、

これに限られない。）には、当行の取締役会は、取得価額の適切な調整その他の合理的に必要な措置をと

るものとする。

⑩取得請求受付場所

東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番４号

日本証券代行株式会社

⑪取得請求の効力発生
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取得請求の効力は、取得請求に要する書類が上記⑩に記載する取得請求受付場所に到着したときに発生

する。

(６)金銭を対価とする取得条項

①金銭を対価とする取得条項

当行は、令和元年12月29日以降、取締役会が別に定める日（以下「取得日」という。）が到来したとき

は、法令上可能な範囲で、第二種優先株式の全部または一部を取得することができる。ただし、取締役会

は、当該取締役会の開催日までの30連続取引日（開催日を含む。）の全ての日において終値が下限取得価

額を下回っている場合で、かつ、金融庁の事前承認を得ている場合に限り、取得日を定めることができ

る。この場合、当行は、かかる第二種優先株式を取得するのと引換えに、下記②に定める財産を第二種優

先株主に対して交付するものとする。なお、第二種優先株式の一部を取得するときは、按分比例の方法に

よる。取得日の決定後も(５)①に定める取得請求権の行使は妨げられないものとする。

②取得と引換えに交付すべき財産

当行は、第二種優先株式の取得と引換えに、第二種優先株式１株につき、第二種優先株式１株当たりの

払込金額相当額（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当、株式の併合またはこれに

類する事由があった場合には、適切に調整される。）に経過第二種優先配当金相当額を加えた額の金銭を

交付する。なお、本②においては、(３)③に定める経過第二種優先配当金相当額の計算における「残余財

産の分配が行われる日」および「分配日」をいずれも「取得日」と読み替えて、経過第二種優先配当金相

当額を計算する。

(７)普通株式を対価とする取得条項

①普通株式を対価とする取得条項

当行は、取得請求期間の末日までに当行に取得されていない第二種優先株式の全てを、取得請求期間の

末日の翌日（以下「一斉取得日」という。）をもって取得する。この場合、当行は、かかる第二種優先株

式を取得するのと引換えに、各第二種優先株主に対し、その有する第二種優先株式数に第二種優先株式１

株当たりの払込金額相当額（ただし、第二種優先株式につき、株式の分割、株式無償割当、株式の併合ま

たはこれに類する事由があった場合には、適切に調整される。）を乗じた額を、下記②に定める普通株式

の時価（以下「一斉取得価額」という。）で除した数の普通株式を交付するものとする。第二種優先株式

の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数がある場合には、会社法第234条に従っ

てこれを取扱う。

②一斉取得価額

一斉取得価額は、一斉取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の毎日の終値の平均値（終値が

算出されない日を除く。）に相当する金額（円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を切捨て

る。）とする。ただし、かかる計算の結果、一斉取得価額が下限取得価額を下回る場合は、一斉取得価額

は下限取得価額とする。

(８)株式の分割または併合および株式無償割当

①分割または併合

当行は、株式の分割または併合を行うときは、普通株式および第二種優先株式の種類ごとに、同時に同

一の割合で行う。

②株式無償割当

当行は、株式無償割当を行うときは、普通株式および第二種優先株式の種類ごとに、当該種類の株式の

無償割当を、同時に同一の割合で行う。

(９)法令変更等

法令の変更等に伴い本要項の規定について読み替えその他の措置が必要となる場合には、当行の取締役会

は合理的に必要な措置を講じる。

(10)その他

①上記各項は、各種の法令に基づく許認可等の効力発生を条件とする。

②会社法第322条第２項に規定する定款の定めはありません。

③単元株式数は100株であります。

４．第二種優先株式の株主と当行との間に、権利の行使に関する事項及び株券の売買に関する取決めはありませ

ん。

５．株式の種類による議決権の差異

第二種優先株式の株主は、当行が残余財産を分配するときには当行普通株主に先立ち残余財産を分配される

ことから、株主総会において議決権を有しません。
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（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（千株）

発行済株式総数
残高（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

令和２年４月１日～

令和２年６月30日
－

普通株式

37,180

第二種優先株式

7,500

－ 38,653 － 17,500

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和２年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

 

無議決権株式

 

第二種優先株式 7,500,000 ――

「１株式等の状況」の

「(1)株式の総数等」に

記載しております。

議決権制限株式（自己株式等）  － ―― ――

議決権制限株式（その他）  － － ――

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 129,300 ――

権利内容に何ら限定の

ない当行における標準

となる株式

単元株式数100株

完全議決権株式（その他）

　　　　　　 （注）
普通株式 36,897,500 368,975 同上

単元未満株式 普通株式 153,473 ―― 同上

発行済株式総数  44,680,273 ―― ――

総株主の議決権 ―― 368,975 ――

　（注）上記の「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が４百株含まれておりま

す。また、「議決権の数」の欄に、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権が４個含まれております。
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②【自己株式等】

    令和２年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社東和銀行
前橋市本町二丁目

12番６号
129,300 － 129,300 0.28

計 ―― 129,300 － 129,300 0.28

（注）上記のほか、株主名簿上は当行名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が110,400株（議決権の数

1,104個）あります。

なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含まれております。

 

２【役員の状況】

　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自令和２年４月１日　至

令和２年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自令和２年４月１日　至令和２年６月30日）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(令和２年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(令和２年６月30日)

資産の部   

現金預け金 240,661 347,783

コールローン及び買入手形 4,647 5,246

商品有価証券 14 14

金銭の信託 9,998 9,997

有価証券 561,280 553,452

貸出金 ※１ 1,456,130 ※１ 1,498,137

外国為替 551 827

その他資産 29,844 28,943

有形固定資産 22,666 22,507

無形固定資産 1,657 1,788

繰延税金資産 3,731 2,850

支払承諾見返 4,156 4,232

貸倒引当金 △5,872 △5,956

資産の部合計 2,329,468 2,469,824

負債の部   

預金 1,981,811 2,068,964

コールマネー及び売渡手形 27,000 27,000

借用金 172,613 225,715

外国為替 19 29

その他負債 7,238 6,778

賞与引当金 441 －

退職給付に係る負債 2,951 2,789

役員退職慰労引当金 1 1

睡眠預金払戻損失引当金 368 368

偶発損失引当金 493 504

繰延税金負債 8 11

再評価に係る繰延税金負債 2,091 2,091

支払承諾 4,156 4,232

負債の部合計 2,199,195 2,338,487

純資産の部   

資本金 38,653 38,653

資本剰余金 17,501 17,500

利益剰余金 65,703 64,804

自己株式 △235 △127

株主資本合計 121,623 120,830

その他有価証券評価差額金 5,765 7,714

土地再評価差額金 2,334 2,334

退職給付に係る調整累計額 △191 △209

その他の包括利益累計額合計 7,908 9,838

新株予約権 311 228

非支配株主持分 429 439

純資産の部合計 130,273 131,337

負債及び純資産の部合計 2,329,468 2,469,824

 

EDINET提出書類

株式会社東和銀行(E03640)

四半期報告書

17/25



（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年６月30日)

経常収益 9,100 8,551

資金運用収益 6,349 5,859

（うち貸出金利息） 4,810 4,707

（うち有価証券利息配当金） 1,503 1,126

役務取引等収益 1,550 1,240

その他業務収益 26 624

その他経常収益 ※１ 1,173 ※１ 826

経常費用 7,857 7,694

資金調達費用 77 66

（うち預金利息） 77 64

役務取引等費用 1,050 814

その他業務費用 1 604

営業経費 5,167 5,098

その他経常費用 ※２ 1,560 ※２ 1,112

経常利益 1,242 856

特別利益 － －

特別損失 2 2

固定資産処分損 2 0

減損損失 － 2

税金等調整前四半期純利益 1,239 853

法人税、住民税及び事業税 134 △107

法人税等調整額 182 173

法人税等合計 316 65

四半期純利益 922 787

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
△0 7

親会社株主に帰属する四半期純利益 923 780
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成31年４月１日
　至　令和元年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年６月30日)

四半期純利益 922 787

その他の包括利益 816 1,932

その他有価証券評価差額金 877 1,950

退職給付に係る調整額 △60 △18

四半期包括利益 1,739 2,719

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,740 2,710

非支配株主に係る四半期包括利益 △1 9

 

EDINET提出書類

株式会社東和銀行(E03640)

四半期報告書

19/25



【注記事項】

（追加情報）

（貸倒引当金への新型コロナウイルス感染症の影響）

当第１四半期連結会計期間の貸倒引当金への新型コロナウイルス感染症拡大の影響は軽微であり、また、政府

や地方自治体の経済対策や金融機関による支援等が開始し、今後も継続が見込まれることから、貸出金等の信用

コストが大きく増加することはないとの仮定により計上しております。

この仮定は不確実性が高く、新型コロナウイルス感染症の感染状況及び感染拡大等に伴う取引先への影響が深

刻化した場合には、翌四半期連結会計期間以降の業績に影響を及ぼす可能性があります。

なお、前連結会計年度の有価証券報告書の「（追加情報）」に記載した内容から重要な変更はありません。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（令和２年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（令和２年６月30日）

破綻先債権額 1,077百万円 1,187百万円

延滞債権額 31,536百万円 30,935百万円

３カ月以上延滞債権額 －百万円 －百万円

貸出条件緩和債権額 728百万円 1,045百万円

合計額 33,342百万円 33,168百万円

なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和２年４月１日
至　令和２年６月30日）

償却債権取立益 312百万円 36百万円

 

※２．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和２年４月１日
至　令和２年６月30日）

株式等償却 474百万円 70百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成31年４月１日
至 令和元年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 令和２年４月１日
至 令和２年６月30日）

減価償却費 310百万円 317百万円

 

（株主資本等関係）

　前第１四半期連結累計期間（自平成31年４月１日　至令和元年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和元年６月26日
普通株式 1,476 40 平成31年３月31日 令和元年６月27日 利益剰余金

定時株主総会
第二種

優先株式
192 25.72 平成31年３月31日 令和元年６月27日 利益剰余金
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２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自令和２年４月１日　至令和２年６月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年６月24日
普通株式 1,477 40 令和２年３月31日 令和２年６月25日 利益剰余金

定時株主総会
第二種

優先株式
192 25.72 令和２年３月31日 令和２年６月25日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間

の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当行グループの報告セグメントは「銀行業」のみであります。銀行業以外にリース業などの金融サービスに

係る事業を行っておりますが、それらの事業は重要性が乏しいことから、記載を省略しております。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎

は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成31年４月１日
至　令和元年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　令和２年４月１日
至　令和２年６月30日）

（１）１株当たり四半期純利益 円 25.01 21.13

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 923 780

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 923 780

普通株式の期中平均株式数 千株 36,905 36,946

（２）潜在株式調整後１株当たり四半期純

利益
円 15.98 13.01

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調

整額
百万円 － －

普通株式増加数 千株 20,856 23,016

優先株式 千株 20,534 22,654

新株予約権 千株 322 362
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（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 令和2年8月6日

株 式 会 社　東　和　銀　行  

 

 取　締　役　会　　御中  

 

 有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ  

 東　　京　　事　　務　　所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 吉田　波也人 ㊞  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 平木　達也 ㊞  

 

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社東和銀行

の令和2年4月1日から令和3年3月31日までの連結会計年度の第1四半期連結会計期間（令和2年4月1日から令和2年6月30日

まで）及び第1四半期連結累計期間（令和2年4月1日から令和2年6月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四

半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社東和銀行及び連結子会社の令和2年6月30日現在の財政状態及

び同日をもって終了する第1四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点

において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

　・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レ

ビュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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　・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

　・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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